
書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和5年度 活動計算書 (そ の他事業が生登場合 )

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日韓 トンネル研究会
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  日韓 トンネル研究会
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令和5年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人 日韓トンネル研究全:

1重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正NPO法人会計基準協議会)

によつています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によつています。

(2)固 定資産の減価償却の方法

有形固定資産は法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。
(3)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスを受け入れは、活動計算書に計上しています。

(4)消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込経理方式によつています。

2事業別損益の状況
円 )

合 計事業部門計 管理部門情報収ヽ提供争来 刊行誌発行事業調査研究事業 国際協力事業社会教育事業科 目
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I 経常収益

受取会費

受取寄附金

受取助成金等

事業収益

その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
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福利厚生費

法定福利費

人件費計
(2)そ の他経費
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旅費交通費

消耗品費

諸会費

通信費

事務所家賃

支払手数料

新聞図書費

賃借料
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減価償却費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

□回□回
■■麗田

3固定資産の増減内訳
円 )

期末帳簿価額期末取得価額 減価償却累計額減少期首取得価額 取得科 目
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書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日韓 トンネル研究会
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